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令和６年度健全化判断比率並びに資金不足比率の公表 
 

１．葛巻町の早期健全化基準・財政再生基準                 

 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

町の比率 － － 7.1％ 7.4％ 

早期健全化基準 15.0％ 20.0％ 25.0％ 350.0％ 

財政再生基準 20.0％ 30.0％ 35.0％  

※ 早期健全化基準は、市町村の財政規模に応じて異なります。 

※ 将来負担比率には、財政再生基準は設けられていません。 

 

２．健全化判断比率について                       

⑴ 実質赤字比率  令和６年度：比率なし 【早期健全化基準：15.0％】 

地方公共団体の一般会計の赤字の程度を指標化し、財政運営の深刻度を示す比率です。 

標準財政規模に対する実質赤字額の比率であり、これが生じた場合には赤字の解消を

図る必要があります。 

令和６年度一般会計における実質赤字額は生じておりませんので、実質赤字比率はあ

りません。 

 

⑵ 連結実質赤字比率  令和６年度：比率なし 【早期健全化基準：20.0％】 

全ての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体としての赤字の程度を指標化し、運

営の深刻度を示す比率です。 

公営企業会計を含む全会計を対象とした標準財政規模に対する実質赤字額の比率で

あり、これが生じた場合には赤字の早期解消を図る必要があります。 

町における連結実質赤字比率の対象となる会計は、一般会計、国民健康保険事業勘定

特別会計、後期高齢者医療事業特別会計、国民健康保険病院事業会計、水道事業会計、

下水道事業会計です。 

令和６年度決算において、いずれの会計とも実質赤字額は生じておりませんので、連

結実質赤字比率はありません。 

 

⑶ 実質公債費比率  令和６年度：7.1％ 【早期健全化基準：25.0％】 

借入金の返済額とこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの危険度を示すもの

で、標準財政規模に対する一般会計が負担する元利償還金などの割合を示した比率です。 

なお、この比率は３か年の平均数値で表すこととなっており、早期健全化基準の制限

は 25％となっています。また、従来の起債制限比率にかわる指標としての役割を併せ持

っており、18％を超えると起債する際に県知事の許可が必要となります。 
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令和６年度決算では、前年度比 0.3 ポイント改善の 7.1％となりました。 

これは、元利償還金の増加に伴い分子が前年度比 10,334 千円（4.4％）増加した一方

で、普通交付税額等の増加に伴い分母が前年度比 111,586 千円（3.2％）増加となり、分

母の増加が分子の増加を大きく上回ったことが主な要因です。 

 

⑷ 将来負担比率  令和６年度：7.4％ 【早期健全化基準：350.0％】 

地方公共団体の一般会計の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等

の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示す比率で

す。 

この比率が高い場合、将来これらの負担額を支払う必要があることから、今後の財政

運営が圧迫されるなどの問題が生じる可能性が高くなります。 

将来負担額の内容は、地方債の残高、債務負担行為に基づく支出予定額、公営企業債

等繰入見込額、退職手当負担見込額、第三セクター等設立法人の負債額等の負担見込額

の合計額です。この将来負担額から特定財源を差し引き、標準財政規模で除した数値が

将来負担比率となります。 

令和６年度決算では、地方債の残高が減少した一方で第三セクター等の負債額等負担

見込額の増加に伴い将来負担額が横ばいで推移したことに対し、充当可能財源等となる

基金が減少したことなどにより、将来負担比率が 7.4％（皆増）となりました。 

（将来負担比率の比率が生じたのは、令和４年度以来２年ぶり） 

 

３．各公営企業の資金不足比率について                  

公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指標化

し、経営状況の深刻度を示す比率です。 

経営健全化基準（20％）以上となった場合には、経営健全化計画を定めなければなり

ません。 

令和６年度においては、下表のとおり、資金不足は生じておりませんので、資金不足

比率はありません。 

（単位：千円） 

会計名 事業規模① 資金不足額② 資金不足比率②／① 

国民健康保険病院事業会計 633,077 － － 

水道事業会計 109,316 － － 

下水道事業会計 35,681 － － 
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【参考１】地方公共団体の財政の健全化に関する法律について        

⑴ 法律の概要 

平成 19年６月に、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律（財政健全化法）」が公

布され、地方公共団体は、毎年度、健全化判断比率（①実質赤字比率、②連結実質赤字

比率、③実質公債費比率、④将来負担比率）並びに資金不足比率を監査委員の審査に付

した上で議会に報告するとともに、住民に対し公表することが義務付けられました。 

各地方公共団体は、健全化判断比率により、「健全段階」「早期健全化段階」「財政再生

段階」の３つの段階に区分され、早期健全化段階や財政再生段階になった場合には、そ

れぞれのスキームに従って財政健全化を図ることとなります。 

 

⑵ 早期健全化基準 

健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上の場合は、「早期健全化段階」となり、

財政健全化計画を定めなければなりません。 

財政健全化計画は、議会の議決を経て定め、速やかに公表するとともに、総務大臣等

への報告、全国的な状況の公表等の規定を設けます。また、毎年度、その実施状況を議

会に報告し、公表します。 

 

⑶ 財政再生基準 

健全化判断比率のいずれかが財政再生基準以上の場合には、「財政再生段階」となり、

財政再生計画を定めなければなりません。 

財政再生計画は、議会の議決を経て定め、速やかに公表します。また、総務大臣に協

議し、その同意を求めることができます。 

財政再生計画を定めている地方公共団体（財政再生団体）は、毎年度、その実施状況

を議会に報告し、公表します。 

なお、財政再生計画に総務大臣の同意を得ている場合でなければ、災害復旧事業等を

除き、地方債の起債ができません。 
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【参考２】健全化判断比率及び資金不足比率の算定式について        

 

（趣旨）一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率 

○実質赤字＝繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額） 

・繰上充用額＝歳入不足のため、翌年度歳入を繰り上げて充用した額 

・支払繰延額＝実質上歳入不足のため、支払を翌年度に繰り延べた額 

・事業繰越額＝実質上歳入不足のため、事業を繰り越した額 

 

 

（趣旨）全会計を対象とした実質赤字（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する比率 

イ 一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計

のうち、実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額 

ロ 公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額 

ハ 一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字

の合計額 

ニ 公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額 

 

 

（趣旨）一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率 

○準元利償還金の内容 

① 満期一括償還地方債について、償還期間を 30 年とする元金均等年賦償還をし

た場合の１年当たりの元金償還金相当額 

② 一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち公営企業債の償

還に充てたと認められるもの 

③ 組合・地方開発事業団（組合等）への負担金・補助金のうち、組合等が起こし

た地方債の償還の財源に充てたと認められるもの 

④ 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの 

 

一般会計等の実質赤字額 

実質赤字比率 ＝                  

               標準財政規模 

連結実質赤字額（イ＋ロ）－（ハ＋ニ） 

連結実質赤字比率 ＝                       

                   標準財政規模 

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－ 

（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

実質公債費比率 ＝                                  

 （３か年平均）               標準財政規模－ 

（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 
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（趣旨）一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率 

○将来負担額の内容 

イ 一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高 

ロ 債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経費等に係るもの） 

ハ 一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見

込額 

ニ 当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担

等見込額 

ホ 退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負

担見込額 

へ 地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担し

ている場合の当該債務の額のうち、当該法人等の財務・経営状況を勘案した一般

会計等の負担見込額 

ト 連結実質赤字額 

チ 組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額 

○将来負担額から控除されるもの 

リ イからヘに充当することができる地方自治法第 241条の基金 

ヌ 特定財源見込額 

ル 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 

 

 

（趣旨）公営企業の資金不足額の事業規模に対する比率 

○資金の不足額 

一般会計等の実質赤字に相当するものとして、公営企業会計ごとに算定した額 

○事業の規模 

料金収入など主たる営業活動から生じる収益等に相当する額 

 

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋ 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額） 

将来負担比率 ＝                              

                    標準財政規模－ 

（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

資金の不足額 

資金不足比率 ＝            

             事業の規模 


